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規制改革会議 

第１回  貿易タスクフォース 

議事概要 

 

１．日時：平成 19 年 10 月 12 日（金）10:00～ 11:00 

２．場所：永田町合同庁舎１階第３共用会議室 

３．議事：原産地規則 原産地証明発給制度について 

（１）非特恵原産地証明発給手続の実態調査結果について 

（２）スイスＥＰＡ交渉における原産地規則・原産地証明発給制度の検討状況について

（自己証明制度導入の検討状況） 

４．出席者： 

（関係省庁） 

経済産業省通商政策局経済連携課長         田中 繁広氏 

経済産業省貿易経済協力局貿易管理部原産地証明室長 鈴木 啓之氏 

（商工会議所） 

日本商工会議所国際部長              山田 清 氏 

東京商工会議所共済・証明事業部証明センター所長  赤木 剛 氏 

大阪商工会議所国際部証明センター所長       麻野 良二氏 

（規制改革会議） 

有富委員、中条委員 

 

５．議事概要： 

○有富委員 おはようございます。定刻になりましたので、規制改革会議の「貿易タスク

フォース」を始めさせていただきたいと思います。 

 皆様にはお忙しいところを御足労賜りまして、まことにありがとうございます。ただい

ま「貿易タスクフォース」と申し上げましたけれども、前は「国際連携タスクフォース」

という名前だったのですが、実は、第７回規制改革会議の本会議におきまして、当タスク

フォースはもともとの「国際経済連携タスクフォース」を「貿易タスクフォース」と、こ

れは物の移動の分野ですね、それから、人の移動の分野につきましては「海外人材タスク

フォース」という形で２つに分けまして、今回、名前が変わったのですけれども、中身は

全然変わっていないので、よろしくお願いしたいと思います。こちらのメンバーも変わら

ず、私と中条先生と、本日は欠席ですが深川専門委員の３人で担当させていただくという

ことでございます。 

それで、当規制改革会議は、年末に首相の諮問に応じた第２次の答申を公表すべく検討

を進めておりますが、本日は議事次第にございますように、原産地規則・原産地証明発給

制度について、経済産業省さんと意見交換をさせていただくという集まりでございます。 
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 なお、本日の議事録及び配付資料は、いずれも後日、当会議のホームページ上で公開す

る取扱いとさせていただきたいと思います。 

 それでは、早速、時間がありませんので、議事に入っていきますけれども、今日は二部

構成になっておりまして、第１部としては、第１次答申にて経済産業省さんに調査をお願

いいたしました非特恵の原産地証明発給手続の実態調査について、その経過報告をお願い

したいと思います。これは大体 30 分以内で終了させていただいて、次に移り、両方合わせ

て１時間ということにしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 では、調査の結果をお話しいただくことにしたいと思います。 

○田中課長 私どもの方は、ユーザーへの調査という依頼ございましたので、手短にその

結果を御報告させていただきます。 

 商工会議所への発給申請件数の多い一般ユーザー33 社を選んで調査票をお送りして、私

どもの方で回収して行った調査でございます。18 社から回答を得ております。 

 中身に入ってまいります。２ページ目でございますけれども、全体の輸出件数のうちど

の程度非特恵の原産地証明書を添付しているかを尋ねました。結果はばらばらでございま

したけれども、押し並べて 25％以下という回答が一番部類としては多い。これは業態、扱

っている製品の種類、マーケットの状況によって全然違ってまいりますが、大体半分以下

に大体収まっているということかと思います。 

 ３ページ目は、非特恵の証明書は一体どうして要求されているのか、何故必要なのかと

いうことを複数回答可能としてお聞きをした結果でございます。輸入国の税関に提出する

という答えは半分程度でございまして、むしろ輸入者の方から要求があるからという方が

97％、Ｌ／Ｃ、レター・オブ・クレジット上の要求ということで、輸出代金の回収をする

手続として銀行から求められるからという方が 80％ということでした。非特恵原産地証明

書はかなりの部分、その比較だけで見ましても、いわゆる通常の税関とか通関の問題の外

のところで要求されているのが実態としてあるようでございました。 

 ４ページ目でございます。こういった原産地証明書の発給申請業務が今後増えるのか、

あるいは減るのかという見込みについて問を投げかけました。ここは割ときれいに回答が

分かれました。最近、インドや中国が、原産地証明書を求めることが多いものですから、

そういった国への輸出を特に見込んでいるところは「増える」という回答もございますが、

むしろ現地での部品調達が増えていくので減るという回答もございます。また、ＥＰＡが

締結されますと、勿論、今度は特恵のルールの方に移行してまいりますので、ＥＰＡの原

産地証明書が必要になります。そうなると非特恵の原産地証明書は不要になるかもしれな

いといったお答えもございました。それから、どうなるかわからない、あるいは余り変わ

らないという回答もございまして、余り明確な方向性は見えてまいりませんでした。ただ

し、多分これは後ほど御報告あると思いますけれども、長い趨勢として非特恵原産地証明

書の発給件数はやや減り気味ということもあるので、長期的に増えるというような御回答

はなかったというのが私どもの受け止め方でございます。 
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 ５ページ目が原産地証明書の事務手続を社内的に現にどう処理しておられるのかを聞い

た結果ですけれども、当該業務を自社でやられずに他外部委託をされているところなども

当然ございます。 

 それから、結構多かったのが、社内システム的に非特恵の原産地証明書の申請書類作成

がきっちり組み込んであって、そのシステムの中で自動的に書類として整ってくるという

対応をしているところが大分あるようでございます。 

 勿論、物理的に商工会議所の窓口に持っていって非特恵原産地証明書を受け取るという

ことをやっておりますが、例えば案件が多いところなどは、申請のついでに前回申請した

証明書が発行されていれば受け取ってくるというように、非常に手際よく対応しておられ

るところもありました。基本的に通常の営業部門や貿易関係の部署で、業務の一環として

行っているということで、証明書の申請、受取のために専属で何人作業しているというこ

とではないというのが全体的な印象でございました。 

 それから、６ページのところでは、申請の電子化そのものについて御要望があるかどう

かをお聞きしました。賛成と回答した社、18 社中 10 社ございます。一方、反対と回答し

たところは８社ございました。 

 実は、必要と回答された方のコメントを一個一個読んでまいりますと、手放しというか、

ただ必要とされているところが１社だけでございまして、他の回答者は資料にも書いてお

りますけれども、現実にはやはり肉筆の署名を求められるところがある点を懸念していま

す。中東が一番代表的によく上げられていますけれども、それ以外にも、レター・オブ・

クレジットの要求、つまり、銀行等の決裁手続の関係で肉筆のサインがないと受け取って

もらえないところがあって、どうしても肉筆サインによる原産地証明書は必要であるとの

ことでした。ですから、仮に電子化するとしても、従来の窓口での手続きと両方必要にな

るのではないか、それがいいのかどうかという御指摘もございました。 

 それから、原産地証明書以外にも、貿易書類としてサイン証明とか、インボイス証明と

いったものが実務的にはあわせて必要になるようで、商工会議所さんで発給されているの

だと思いますが、こういったその他の証明も含めて、関係する証明書の申請手続きが全部

同じ方法にならないと、余り意味がないという御指摘がございました。 

 また、当然ですけれども、発給時間を短縮できれば非常に歓迎だということ、コストア

ップはやはり困るのだということは明確に御指摘がございました。 

 逆に必要ないという回答では、非常に率直に、そもそも必要性を感じない、今、順調に

回っている、余り負担に思っていないというところのほか、条件として肉筆署名とかがあ

るから、逆に原産地証明書だけ電子化されても困るといった意見がございました。ですか

ら、同じ問題意識を持っていても、賛成だけれども条件があるというふうにとらえるか、

それ故に反対するといった異なる御意見になっているようでした。また、社内のシステム

との関連は指摘されるところが多くて、社内のシステムを変更すると、具体的に 1,000 万

円以上かかるので困るとか、現在の手続きをどこかで合理化されると、どうしても対応す
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る部分が出てきてしまうということなのかも知れませんけれども、非常に生々しい指摘な

どもありまして、トータルコストということをユーザーの皆さんはかなりお考えの上で必

要ないという判断をされているようです。今の実務というものを踏まえて意見が分かれて

いるのかなというのが私どもの調査結果についての総じての受け止めでございます。 

 調査については以上でございます。 

○有富委員 ありがとうございました。どうぞ。 

○山田部長 日本商工会議所の山田です。先ほどの経済産業省さんの調査と異なり、調査

対象は、全国 517 の商工会議所でございまして、一部ダブるところがあると思いますが、

基本的にはダブらない形で説明させていただきたいと思います。 

 517 の会議所に対して定例的に調査を実施していますが、今年は特に追加調査を８月 27

日に実施しまして、その結果も交えて説明致します。ポイントは、原産地証明書がペーパ

ーベースであるということ、すなわち電子化に会議所はどう向かっているかというような

問題。それから、利便性が悪い、つまり発給手数料が高い、発給が遅いといった指摘に対

して、実態はどうかという点であると理解しておりますが、これらの点について、調査で

おのずから浮かび上がってくるだろうと思います。また、追加的にも御説明したいと思っ

ています。 

 御存知かどうかわかりませんけれども、全国の商工会議所は 517 ありまして、それぞれ

が独立した組織、団体になっていまして、日商はその連合体であるわけです。したがいま

して、それぞれの会議所がこの事業をやるかやらないか、あるいは料金をどのくらいに設

定するかというのは、それぞれの会議所の裁量に任せられております。 

 そういう前提で、実施状況の１、１ページの上の方を見ていただきますと、全国 517 の

うち 344 か所、66.5％の商工会議所でこの事業を実施しているという回答になっています。 

 次に、証明の種類と発給件数でございますが、全国で貿易証明全体の総計は約 80 万件、

このうち、日本産の原産地証明は 58 万 5,000 件という数字になっています。 

 その下のデータを見ていただきますと、ここ数年、即ち、平成 14 年からは微増傾向にあ

るということが出ていますけれども、その要因としては、先ほどのお話にありましたよう

に、中国、インド、香港、ベトナム向けの発給件数が増えているということでございます。 

 ちなみに、東京商工会議所におきましては、これらの４か国及び地域向けの発給件数が

約半分、50％となっています。大阪商工会議所においてもほぼ同様の傾向になっておりま

す。 

 ただし、６ページ、７ページの表、グラフを見ていただきますと、長期的に見ますと、

東商の場合は昭和 58 年以降のデータが載っていますが、発給件数は減少傾向にあると言え

ます。大商は平成４年からのデータを載せていますが、これも長期的に見ますと減る傾向

にあります。東商の場合は昭和 58 年のピークに比べまして現在は 10 万件以上減っており

ます。 

 それから、登録手数料とか発給手数料、お金の問題について触れますと、企業が会議所



 

 - 5 -

から貿易証明を取得するためには、まず企業の実在確認、それからサイナーとかサインの

登録、誓約書、こういうもののために事前に登録の手続をしてもらうことになっておりま

す。そのための手数料、すなわち登録手数料は２ページの３ですが、会員に対して無料と

している商工会議所は全体の４分の３、非会員についても無料としている会議所は３分の

１となっておりまして、実は商工会議所は会費で運営されている関係上、会員と非会員に

若干差をつけているということでございます。 

 次に、発給手数料については、ほとんどの会議所が１件当たり、会員向けには 2,000 円

未満、また非会員向けには 3,000 円未満という手数料を設定しております。 

 それから、手数料の収入でございますけれども、３ページの５の⑴ですが、これはあく

まで発給のためのコスト、即ち人件費や研修費、事務所費、光熱費などのコストを考慮し

ないグロスの収入ですが、１会議所当たりの発給手数料の収入は 10 万円未満の商工会議所

が約半数となっておりまして、これは日本産の原産地証明、５の⑶についてもおおむね同

様となっております。 

 それから、６の人員体制については、証明関係の担当者が２人以下の商工会議所が約 70

％でありまして、兼務の形をとっているところがほとんどで、他の業務と案分した場合の

担当者数は１人未満の会議所が 300 か所、87％に上っております。 

 発給に要する時間については、１時間以内と回答した会議所が 294 か所、全体の 85％と

なっております。 

 ６ページ以降は、東商と大商における発給の現状ですが、発給件数については、東商が

全国の約半分、50％を占めています。大商は全国の約 20％でして、東商と大商で７割に上

っているということです。ただし、長期的に見ると、先ほどのとおり漸減傾向にあるとい

うことでございます。 

 それから、11 ページ、12 ページの東商、大商における発給体制、すなわち人員の数、手

続などですが、発給の制度及び手続のフローにつきましては、日商の方で平成 11 年に全国

統一のシステムを制定しました。認証規定及び標準事務処理要領を設定しまして、これに

基づいておりますので、基本的には同じような制度、フローになっております。 

 次に、発給申請の際に提出を求めている資料、これは 12 ページの中ほどに記載されてい

ますけれども、これも全国共通になっていまして、記載済みの非特恵の原産地証明書、コ

マーシャルインボイス、証明依頼書という３点セットであります。典拠書類としては、現

在では基本的にはコマーシャルインボイスのみというふうに簡素化しております。その他

特殊な場合については、別途典拠書類をいただいております。 

 また、審査項目、審査内容についても、13 ページに記載のとおりです。 

 それから、焦点の電子化の話でございますけれども、電子化という場合に、では電子化

とは何だということで区分けしますと、一般的には申請段階における電子化、即ち申請を

電子的に実施する。それから、これに加えて、発給も電子化する。更に、通関、銀行決済、

船積み、保険、こういうところも全部関係しますが、貿易システム全体を包含した電子化
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ということが考えられまして、先ほど経済産業省の企業向けアンケートでも明らかですが、

企業にとってはデータ入力の重複を避けるという省力化、これはメリットとして挙げられ

る。それから、これがコストダウンにつながるということで、企業にとっても、それから、

発給サイドの会議所にとっても審査が容易になる、あるいは審査の履歴の管理が容易にな

るというような利点が一応は考えられます。 

 一般的に世の中全部、電子化の方向にありますので、将来的には避けて通れない道であ

ると認識しております。ただし、現在、今すぐ電子化に踏み切れる状況にあるかというと、

必ずしも状況は整っていないと思います。先ほどの調査でも、企業サイドから見て、電子

化に反対、あるいは必要性を感じないという企業、また、賛成でも附帯意見を述べていた

ところが多数ございます。ここが私はポイントではないかと思います。 

 それから、こういった企業サイドの意見、状況に対応して、発給サイドの会議所につい

ても、企業が懸念するように、すなわち肉筆署名が必要だと言われた場合に、申請を電子

化しても、ペーパーベースと電子ベースとダブル・トラックにならざるを得なくて、事務

コストの削減には必ずしもつながらないということが考えられます。 

 また、システムの開発費用、保守費用は相当かかるわけですけれども、これは全体の発

給手数料を下げるべきという大命題に対してはマイナスの要因になるのではないかと思っ

ております。 

 もし貿易システム全体の電子化ということになると、税関など、相手国の政府当局、そ

れから、銀行決済では相手国の民間企業、そういったものを巻き込んだトータルの検討が

必要になると思います。その点、相手国政府とのネゴも必要になってきますので、日本政

府のイニシアチブに私どもは期待するところでございます。 

 あと一つ加えて言いますと、現在、ＷＴＯ及びＷＣＯ（世界関税機構）において進めら

れております非特恵原産地規則の調和化作業、つまり、規則をどういうところに置くのか

という、全世界的なグローバルな統一基準をつくろうという動きがございますが、こうい

ったことについて私ども注視しておりまして、その結論が出た後に、それに対応した形で

何らかの対応を迫られるかなということも考えておりまして、これは今後の課題でござい

ます。 

 最後に、15 ページに東京商工会議所と大阪商工会議所で実施しているユーザーの利便性

向上のための取組みを掲げておりますので、御参照いただきたいと思います。 

 私の方からは以上でございます。 

○有富委員 どうもありがとうございました。中条先生、何か。 

○中条委員 御説明ありがとうございました。実態がよくわかりました。簡単な質問で申

し訳ありませんが、なぜＬ／Ｃは原産地証明を要求するんですか。 

○山田部長 銀行決済でどうしてかということですね。もともと銀行がＬ／Ｃというシス

テムを利用して貿易に介在するということについては、ＩＣＣ（国際商業会議所）、これ

はパリにございますが、これがＬ／Ｃの制度についての統一基準を定めていまして、ＵＣ



 

 - 7 -

Ｐ 600 というのがその基準です。大体 10 年ごとに改訂されており、現在ではＵＣＰ600 と

なっています。あわせて標準書式も定められており、その中に原産地証明書が項目として

入っております。これが昔からの習慣であるだろうというふうに思われますが、それで銀

行は厳密に要求してくる。ただ、銀行によっては、別に決済の条件としては必要ないとい

うことで原産地証明書を要求しないというところも全体の４分の１ぐらいあるということ

です。 

○中条委員 後でトラブルに巻き込まれたくないということなんですかね。 

○赤木所長 東京商工会議所の赤木です。輸入地の銀行は、輸入者からの依頼に基づいて

Ｌ／Ｃを発行することから、Ｌ／Ｃで原産地証明書を要求するのは輸入者が何らかの理由

で原産地証明書を求めることによります。申請企業と話をすると、輸入者は様々な目的で

原産地証明書を使っているようです。申請者が輸出した物を輸入先が転売をする、そして

その転売先が更に転売するといった取引においても、転売先から日本産であるという証明

を求めてくるケースもあると伺っています。この場合、日本産はクオリティが高いという

評価があるため高く売れるとのことです。他にも、通関上必要であるとか、入札で必要と

されるとか、転売先のことを考えて一応証明書を取得しておくといったことすらあります。

このように、輸出者が L/C によって原産地証明書を要求された場合、その証明書が何に使

われるかがはっきりしないこともあろうかと思います。 

○有富委員 では、私から１つだけ。全体的に言って、御説明、本当によくわかりました。 

 ただ、先ほど山田さんから御説明あったように、電子化というところについては、完璧

にやろうと思ったら、世界中が同じような仕組みで流れないと意味ないよねというのもよ

くわかる。それから、企業にとっては、社内システムを変えるために何千万もかかる、そ

んなことは二重投資になるからやらないよと、これもまあそのとおりだと思うんだけれど

も、実はここのところは、最近の常識から言うと少し違うのかな。世の中はもうインター

ネット時代になってきて、肉筆の証明ばかりにこだわる時代じゃなくなってきたんじゃな

いかと。それは、たしかに窓口まで取りにいけばいいだけの話なのだけれども、簡単な証

明はインターネットでアクセスして、画面から申し込んで、場合によってはアウトプット

する仕組みをつくる。そんなにお金のかかるものでもないし、逆に商工会議所がおつくり

になってダウンロードするような形にすれば、多分トータルでは安くていい仕組みができ

るのかなと、個人的にふっと思ったので、余りノーバットではなくて、ここはやはりもう

少し、電子化という流れから考え方が遅れていらっしゃるのではないかなという気持ちが

したということだけ、感想として申し上げておきます。 

○山田部長 先生のおっしゃるとおりだと思います。企業にとっても商工会議所にとって

も、電子化というものがこういう形になれば理想的というのをちょっと申します。企業は、

まずインボイスが大事です。これをインプットします。それから、商工会議所に対しては

原産地証明。船会社に対しても、保険会社に対しても、相手国税関に対しても書類を作成

しなければならない。それぞれインプットしていて大変ですから、一回インプットすると、
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すべての書類にそのデータが使えるということにならないと、これは省力化につながらな

い。同じように商工会議所にとっても、税関にとっても、銀行にとっても、それが使える

というような統一システムができれば、その理想が満足されるということではないかと思

いますけれども、今のところは、この世界は若干遅れているかなという感じはします。 

○有富委員 最後に、そういうことも踏まえて、企業からのいろいろな申請や、あるいは

アウトプット資料の配付についても、コストダウンに逆行するというような言い方をされ

たのは、私はちょっと違うかなと思います。全体的な制度の再構築の設計をきちんと考え

てからやれば、やはり電子化を部分的にしても、多分はるかに人件費よりも安くなるのは

間違いありませんので、ここは是非、今日は頭へ入れてお帰りいただくことをお願い申し

上げて、これで大体時間になりましたので、終了させていただきたいと思います。 

商工会議所の皆さん、短い時間でわざわざ、大阪からもおいでいただいたようですけれ

ども、ありがとうございました。 

 

（商工会議所関係者退室） 

 

○有富委員 それでは、時間もないので、第二部に入りたいと思います。 

続きまして経産省の方から、今度は非特恵ではない側の原産地証明について、自己証明

も含めて、ご説明よろしくお願いいたします。 

 

○鈴木室長 経産省原産地証明室の鈴木でございます。今、お手元にパワーポイントの資

料をお配りしております。 

 原産地証明制度というのは我が国でまだ非常に新しいイシューでございまして、実を言

うと各省庁間でも意見が異なったりとか、現在、意見を調整している段階のこともござい

ます。私どもとしては、できるだけ私どもの考えを明確に今日は申し上げたいと思ってお

ります。まず、日スイス交渉の現状について、その後、証明制度について簡単に御説明申

し上げた上で、事前にいただいていた質問に対する回答をさせていただきます。 

 資料をめくっていただきますと、各ＥＰＡの交渉スケジュールの後に、日スイスのＥＰ

Ａ交渉の現状ということで書いております。第３回が来週、横浜でございます。年内にも

う一度やって、来年の前半ぐらいのタイミングで合意できればという希望を双方で持って

いるところです。 

 交渉の概要について申し上げますと、原産地の分野については、スイスはこれまでの交

渉の相手国と違って、かなり内容が異なっております。したがって、まずは相手国の制度

とか運用の詳細についてきっちり確認をする必要があります。その上で、今後の方向性に

ついて、合意できそうなところ、更に検討が必要なところに仕分けをして、現在、懸案の

特定をしている段階とお考えいただければよろしいかと思います。その懸案の中で、大き

いイシューの一つになっているのが、この証明方式だと考えていただければと思います。 
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 証明方式につきまして、その後ろに図を２枚用意しております。この２枚の図を用いて、

大まかに３つのパターンについて御説明を申し上げたいと思います。 

 １つ目のパターンというのは、この１枚目の資料、第三者証明制度でございまして、こ

れは我が国でも現在、採用している仕組みでございます。輸出者が産品の原産性について、

第三者に対して証明をする。発給機関がそれに対して証明書を発給する。これは輸入国の

税関で、輸入通関の手続の際に、輸入申告書やインボイスと併せて提出されます。条件が

合えば、ＥＰＡで合意された税率が適用になるということでございます。この方式は、日

本を初めＡＳＥＡＮ地域、アジア地域で主流の方式でございます。 

 ２つ目のパターンで、これが本日のメインになると思いますけれども、認定輸出者によ

る自己証明制度という方式がございます。２枚目のチャートを見ていただきますと、輸出

者の中で、コンプライアンスの優れた輸出者を認定して、その方に対しては自己証明がで

きるとする方法でございます。自己証明の場合になりますと、輸出者が自らの責任で、例

えば一つの例として、インボイスの上に、「これは原産品です」という記述をするとか、

いろいろなやり方があろうかと思います。いずれにしてもこれが輸入国の税関に提出され

て、通関手続、ここがポイントになるのですけれども、輸入国の税関が有効な原産地証明

として認めるかどうかという点がポイントになると思います。 

 この認定輸出者制度で、認定されていない方は、先ほど申し上げた第三者証明を使いま

すので、第三者証明と認定輸出者による自己証明、この２つの証明方式が併存する形にな

るということで整理できると思います。これは主にヨーロッパで主流のパターンになって

おります。日スイスのＥＰＡも基本的にこの方向で現在、交渉が進んでいると認識してい

ます。 

 ３つ目のパターンは、完全な自己証明という方式がありまして、これは、すべての輸出

者に対して自己証明を認める。つまり、２つ目の資料の認定というところがなくなって、

すべての輸出者が自己証明できるというパターンです。これはＮＡＦＴＡとか、そちらの

方で採用されている方式でございます。 

 幾つか証明方式がございますが、共通するところ、違うところ、それぞれございます。

共通するのは、どの証明方式をとっても、原産地規則そのものに対するコンプライアンス

というのは変わらず求められる点です。例えば、非常に手間がかかると言われているプロ

セスですが、サプライヤーにさかのぼって原産性の情報を集め、その産品が確かに日本の

原産ですよということを証明する手続は、証明方式に問わらず、やはり必要になるという

点がございます。 

 ただ、証明方式が違ってきますと、輸出する前、事前に発給機関という第三者から証明

を得て出すのか、あるいはそうではなくて、まさに自らの責任で輸出をして、必要があれ

ば輸入国の税関からチェックが入るという、ここの差になってくるだろうと思います。事

前チェックなのか事後チェックなのかという、いわば思想の問題なのかもしれません。 

 勿論、それぞれに得失はございまして、第三者証明であれば発給機関とのやりとりにコ
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ストがかかるという点はあろうかと思います。完全な自己証明になりますと、輸入国税関

が傾向として厳し目に見る、必要であれば問い合わせるというのはあると思いますので、

それへの対応が十分できるということが必要になると思います。 

 証明方式のパターンについては大体、今、申し上げたとおりです。日スイスの交渉につ

いて、我が国としてどのようなスタンスで臨んでいるのかという御質問ですが、我が国と

しては、導入の可能性について積極的に検討するということですが、もう少し申し上げま

す。現在、日スイス間では第三者証明、認定輸出者による自己証明制度が併存するような

形で交渉が進んでいると私は認識をしています。今後とも関係する省庁や業界と調整をし

ながら交渉を進めていく、これは当然ですけれども、私ども国内の証明制度を所管してい

る立場から申し上げれば、今後創設していく認定輸出者制度を具体的にどのように構築し

ていくのか、それを申請者にとってどう利便性の高いものにしていくのか、ということを

念頭に置きながら交渉に臨んでおります。 

 交渉の体制についての御質問でございますけれども、これは通常のＥＰＡの交渉と同じ

く、主要な４省庁として、外務省はＥＰＡ担当の部局、それから国際法の担当部局が参加

をしています。財務省は、特に原産地証明に関しては税関当局が関係しています。農水省

からはＥＰＡ担当、そして経済産業省からは経済連携課と、原産地証明については私ども

原産地証明室が関与をいたしております。 

 自己証明制度の導入について、どのような点が課題になっているのかという御質問をい

ただいております。原産品であることがきちんと確認できること、そういう制度にすると

いうのが公式な見解でございます。私どもの立場からもあえて申し上げれば、交渉の結果

を現時点で予断することはできないですが、どのような形で証明制度が合意されるにして

も、それに対応した形できちんと国内の制度を整備していくことが非常に重要です。そう

でないと、ＥＰＡを結んでも実行ができません。したがって、現時点ではあらゆる可能性

を想定した上で、必要となる国内の法令の制度であるとか、それと協定との整合性である

とか、あるいは実際の実施体制をどういうふうにつくるのかという点が我々にとっての課

題だと認識をしています。 

 ７月にスイスで交渉がありましたが、チューリッヒの税関を視察いたしまして、現地で

の制度の実施状況について情報収集しました。予想以上に多くの情報収集をする一方で、

中には税関職員の裁量によるところもあるという運用で、我が国ではより透明性を持った

形で制度設計をすべきなのではないかと思っております。 

 私どもは、８月に、産業界の方も交えて、商工会議所の方も交えて検討会を発足しまし

たので、そのような場でも御意見を伺いながら制度を設計していきたいと考えております。 

 スイスの他に、いろいろな国がＥＰＡの交渉対象となっております。証明方式について

は、相手国のある話でもございますし、私どもの国内の実施体制、それから関係者のコン

センサスを得るという作業もございますので、そういうことを主体的にリードするような

形で取り組んでいければと思っております。 
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 とりあえず私の方からは以上でございます。 

○有富委員 ありがとうございました。中条先生、何か。 

○中条委員 本音ベースでできればお答えいただけるとありがたいんですが、大変単純な

質問で申し訳ないんですけれども、自己証明制度について反対をしている人はいるんです

か。 

○鈴木室長 反対というか懸念されている方はいらっしゃいます。 

○中条委員 それはどういう理由からですか。 

○鈴木室長 主にそれは輸入サイドの方々になるだろうと思います。。例えば日本から輸

出する場合であれば、スイス側が輸入する際に、輸入通関をするわけです。原産地証明と

いうのはＥＰＡの対象となるかならないかという話でございますので、その真正性は本当

に確保されているのかということを輸入の税関当局は気にされます。気にされるというの

は、例えば迂回輸入などの危険性を気にされているのもあると思います。それから、実際

に真正性があるのかという場合には、輸出国に対して問い合わせをする検認というプロセ

スが協定上には規定されていますが、これを相当な頻度でやる必要というか、可能性が出

てくるかもしれない。したがって、実施する体制上の問題点もあるのかと思います。これ

は主に輸入国の税関当局の話です。 

 それから、そもそも原産地規則というのは、本来、ＥＰＡの対象となる範囲を区切るも

のであって、ニュートラルであるべきものだろうと思いますが、最近はかなりマーケット

・アクセスを制限する道具にも使われつつあるということが正直言ってあります。つまり、

原産地規則をかなり厳しくして、実質的に輸入を絞ろうというような傾向も正直言ってご

ざいます。同様に、証明方式についても、マーケットアクセスと関連するような見方があ

ろうかと思います。 

 自己証明制度と第三者証明制度を比較した際に、全体としては検認がきちんといってい

る限りは、迂回防止はできるのでしょうけれども、中には輸出側の証明がしっかりしてい

ないような形でたくさん輸入されてくるということに対して、それを気にされる方もいら

っしゃるだろうと思います。したがって、輸出サイドと輸入サイドの見方の差だろうと思

います。 

○中条委員 スイス側はどういうスタンスなんですか。 

○鈴木室長 端的に申し上げれば、「スイス側では、自己証明を使った形で原産性の証明

をしています、それを日本側でも受け入れてほしい。」ということです。 

○有富委員 ２パターンですか。 

○鈴木室長 今、２パターンで話が進んでいるところです。勿論まだ確定はしていません。 

○中条委員 そうすると、要するに、今のコンテクストから言うと、日本の輸入の方が難

色を示しているということですか。懸念としては。 

○鈴木室長 日スイスについてはある程度、全体的な方向性が見えてきているので、あと

は国内法との関係とか、これまでのＥＰＡではなじみのない論点もありますので、そうい
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う個別論にだんだん落ちてきている段階だと思います。ただ、相手国がまた別のところに

なると、また別の話が出てくると思います。 

○中条委員 そうだと思いますけれども、とりあえずはまずはスイスが当面の話になるし、

これがひな型になる可能性もあるわけだし、基本的に先進国が相手のときは自己証明でい

くという形ができないと、今後、いろいろと問題というか、これがネックになっていくと

いうことになると思います。このため、是非そこは頑張ってやっていただきたいというこ

となんです。 

 この自己証明に関連致しまして、第三者証明と自己証明でどう違うんですかという、こ

れもまた単純な質問をさせていただきたいんです。つまり、第三者が御本人よりもきちん

と証明ができるという前提がないといけないわけですね。 

○有富委員 認定の問題ですね。 

○中条委員 認定の問題ですね。要するに、第三者証明を取るときに、第三者が全部それ

を実際に原産地がそこであってということをきちんと見に行くわけではないです。調査し

に行くわけではない。そうすると、うそをつかない限りにおいては、どちらも同じですね。

自己証明であろうが、第三者証明であろうがということになります。そうすると、あとは

提出された書類を第三者が見て、多分大丈夫だろうということにしかすぎないですね。 

○鈴木室長 おっしゃるとおりで、ＥＰＡで原産性を立証する責任というのは、基本的に

は輸出者にあります。第三者証明方式で合意した場合には、原産性を一度発給機関に対し

て示して、証明書をもらうという手順が入っているだけであって、基本的に挙証責任は輸

出者にあるというところは変わりません。なので、第三者証明でいちいち発給機関に行か

なくてはいけないのはどういうことだという御批判もありますが、それはむしろ輸入側が、

やはりそういう証明書が必要だと主張して合意をされたということでございます。 

○田中課長 ただ、これは相手国によっていろいろ判断が違い得ると思います。今の段階

では勿論スイスについてこうだということであって、どれだけいろんなものが遵守をされ

ているのかというのは、国によって法秩序の状況が全く違います。それから、当然、第三

者がどこかにきちんと書類とか記録があるかないかということを輸出前に確認するのか、

検認等が発生した際に事後的に対応するかでは対応の易しさが全く違ってくるということ

もありますので、第三者証明制度と自己輸出者制度が全く同じかというと、そこはそうで

はないとは思います。 

○中条委員 韓国とアメリカが基本的に輸出者の方ではなくて輸入者の方で自己証明をや

っていいよと、そこまでいった理由はどういう点にあるんでしょうか。 

○鈴木室長 輸入者が証明主体になるという形式も、アメリカが結んでいるＦＴＡで度々

見られる形式だろうと思います。韓国も自己証明をやっているところです。どのようなや

りとり、経緯があったのかというのは承知しておりませんけれども、結果的にそういう合

意がなされたということであれば、そういうことができる国内的な基盤も整っていたのだ

ろうと思いますし、関係者の了解も得られたのだと思います。 
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○中条委員 国内的な基盤というのは多分、関税等々の関係のところは恐らくどこも同じ

ような考え方をするんだろうけれども、それでも、関税の取りっぱぐれだとか、そういう

話よりも全体の貿易の方が重要であると、そういう考え方があったとか、そういうことな

んですか。それとも、反対者はすごく多かったけれども、無理やりやってしまったとか、

アメリカの圧力があったとか、要するに我々が今後、考えていくときに、説得をしていく

上で、ここはこういう形を取ったから、だから、こういういいことがあったんですよとい

う言い方をしていくことが必要になってくると思うんです。 

○鈴木室長 輸出側と輸入側のせめぎ合いの議論というのは当然、その過程でなされたの

だろうと思います。この点については、私どもは輸出側ということですけれども、輸入側

にもいろいろおっしゃりたいことはあるだろうと思いますし、そこは私どももきちんと議

論をしてまいりたいと思っています。 

○有富委員 それに関連して、先ほど８月に検討会をおつくりになったとおっしゃってい

ますけれども、そこの産業界というのは勿論両方、輸出、輸入側の産業界の代表が入って

いるというイメージですか。 

○鈴木室長 とりあえず、原産地証明の証明制度の改善に向けた形での検討会でございま

して、その観点からは、実際に原産地証明を利用されている方々がメインになっておりま

す。 

○有富委員 どちらかというと輸出ということですね。 

○鈴木室長 はい。 

○有富委員 そこでは３番の件についても、当面、相手国は今のところ出てこないとして

も、検討されているというふうに考えてもいいということですか。 

○鈴木室長 ３番というと、完全な自己証明ということですか。 

○有富委員 はい。 

○鈴木室長 正直申し上げますと、８月に第１回の検討会をやったところですので、具体

的な議論というのはまだしておりません。むしろこれから制度を構築してまいりますので、

今後はこのような場で意見を承りたいと思っています。 

○有富委員 そういうところまで少し包含するというイメージを事務局としてはお持ちに

なっているというぐらいの感じですか。 

○鈴木室長 まずは御要望があると思いますので、それを伺うということになると思いま

す。 

○有富委員 はい、わかりました。いい時間になりましたけれども、何かありますか。 

○中条委員 是非頑張っていただきたいなと思います。 

○有富委員 細かいことですけれども、もう一つ。ＥＰＡ行程表というのは経済財政諮問

会議の今年の骨太の方針から持ってきたものなんだけれども、ここでは自己証明の話にな

りそうなところは、スイス以外にないと考えていいのですか。そんなことはないですか。 

○鈴木室長 ないです。 
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○田中課長 今のところはまだ明確に出てきていません。現在ＥＰＡの交渉を行っている

国の中では、豪州が既に自己証明制度を導入しています。 

○有富委員 どこか別の国とやったことがあると。 

○田中課長 アメリカとの協定で導入しています。その他の国は、政府認証等の第三者認

証制度を原則としている国ばかりです。 

○有富委員 わかりました。ありがとうございました。では、いいですか。 

○中条委員 はい。 

○有富委員 是非、我々もご意見させていただいて、進めていきたいと思いますので、こ

れからもよろしくお願いいたします。 

本日は、ありがとうございました。 


